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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条  この要綱は，環境市民ファンドを活用した，エコ発する事業補助金（以下

｢補助金｣という。）の交付に関し，福岡市補助金交付規則(昭和 44 年福岡市規則

第 35 号)に定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。 
 

（事業の目的） 

第２条  市民団体が自ら，発意・企画し，自主的に取り組む環境保全活動に対し補

助金を交付することにより，福岡式循環型社会の構築をはじめとする環境の保全

及び創造を推進することを目的とする。 
 

第２章 補助金 

（補助対象団体） 

第３条 補助金を交付する対象となる団体（以下「補助対象団体」という。）は，

次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１）５名以上で組織された市民団体，ＮＰＯ法人又は市長が特に認める団体 

（２）自ら，発意・企画し，自主的にこの要綱の目的に沿った環境保全に関する

実践活動を行う団体 

（３）福岡市内に事務所又は連絡場所を有し，かつ，主たる活動を福岡市内で行

っている団体 

（４）営利活動，宗教活動又は政治活動が主たる目的でない団体 

２ 補助対象団体は，公募により募集する。 

 

（暴力団の排除） 

第４条 市長は，福岡市暴力団排除条例（平成 22年福岡市条例第 30号。次項にお

いて「暴排条例」という。）第６条の規定に基づき，本条に規定する排除措置を

講じるものとする。 

２ 市長は，補助金の交付を受けようとする団体（以下「申請団体」という。）が

次の各号のいずれかに該当するときは，この要綱に定める他の規定に関わらず，

補助金を交付しないものとする。 

（１）役員のうちに暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員のあるもの 

（２）暴排条例第６条に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有するもの 

３ 市長は，補助金の交付決定を受けた団体（以下｢補助団体｣という。）が前項各

号のいずれかに該当したときは，補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消す



 

ことができる。 

４ 市長は，補助金からの暴力団の排除に関し警察への照会確認を行うため，申請

団体に対し役員の氏名（フリガナを付したもの），生年月日，性別等の個人情報

の提出を求めることができる。 
 

（補助対象事業） 

第５条 補助金を交付する対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は，

補助対象団体が行う事業であって，次の各号に掲げる事業とする。 
（１）ごみ減量・リサイクル事業 

（２）環境学習・啓発事業 

（３）環境保全事業 

（４）環境美化事業 

（５）その他この要綱の目的に適合する事業 

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当するものは補助対象外と

する。 

（１）福岡市の他の補助金の交付を受けている事業 

（２）営利活動，宗教活動又は政治活動を目的とする事業 

（３）その他市長が適当でないと認めた事業 

 
（補助対象経費） 

第６条 補助金を交付する対象となる経費（以下｢補助対象経費｣という。）は，補

助対象事業の実施に要する経費とする。ただし，別表１に掲げる経費及び補助対

象経費とすることが適当でないと市長が認める経費については，補助対象外とす

る。 

 

 （補助対象期間） 

第７条 補助金を交付する対象となる期間は，申請日の属する年度の４月１日（年

度中途から開始する事業については，事業開始日）から翌３月３１日までとする。 

 

（補助金の内容） 

第８条 補助金の申請区分と各申請区分の補助対象団体は，補助対象団体の経験又

は構成により次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）ビギナーコースは，環境活動の経験が３年以下の団体を対象とする。 

（２）ステップアップコースは，環境活動の経験が概ね４年以上の団体又は市長

が特に認める団体を対象とする。 

（３）Ｕ－３０コースは，構成員の４分の３以上を３０歳以下の者で構成する団

体を対象とする。 

２ 補助金額及び補助期間については別表２のとおりとし，予算の範囲内で市長が

決定し交付する。なお，補助金額の千円未満の額は切り捨てとする。 
 
（補助金の申請） 

第９条 申請団体は，エコ発する事業補助金交付申請書（様式第１号）に次の各号

に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 



 

（１）事業計画書 

（２）事業収支計画書 

（３）資金計画書（第１２条第１項ただし書の場合のみ） 

（４）実施団体の規約，役員名簿及び直近の収支決算書 

（５）その他市長が必要と認める書類 

 

（評価機関の設置） 

第１０条 申請内容について専門家等から環境保全の効果等に関する意見を聴取

する機関として「福岡市エコ発する事業評価委員会」（以下「委員会」という。）

を置く。 
 
（補助金の交付決定） 

第１１条 市長は，第９条の申請があったときは，その内容を審査し，補助金の交

付又は不交付を決定するものとする。ただし，第８条第１項第２号に規定するス

テップアップコースの申請及び同項第３号に規定するＵ－３０コースの４年目

以降の申請については，委員会の意見を聴くものとする。 
２ 市長は，補助金を交付することを決定したときは，エコ発する事業補助金交付

決定通知書（様式第２号）を，補助金を交付しないことを決定したときは，エコ

発する事業補助金不交付決定通知書（様式第３号）を当該申請団体に交付するも

のとする。 
３ 市長は，前項の場合において必要があるときは，補助金の交付の申請に係る事

項に修正を加えて補助金の交付を決定することができる。 

 

（補助金の交付時期） 

第１２条 補助金は，前条の規定により確定した額を補助事業の終了後に交付する

ものとする。ただし，市長が特に必要があると認めた場合に限り，補助事業の終

了前に一括又は分割して交付することができるものとする。 

２ 第１項ただし書の場合において，補助団体は，確定した額が既に交付を受けた

額に満たないときは，市長が定める日までに，その満たない額を返還しなければ

ならない。 

 

（補助事業の変更） 

第１３条 補助団体は，補助金交付の決定の通知を受けた後において，次の各号の

いずれかに該当する場合においては，あらかじめエコ発する事業補助金交付変更

申請書（様式第４号）を市長に提出し，その承認を受けなければならない。 

（１）補助事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をするとき 

（２）補助事業を中止し，又は廃止するとき 

（３）補助事業が予定期間内に完了しないとき 

２ 市長は，前項の申請があった場合，補助金の交付決定の全部若しくは一部を取

り消し，又は内容等を変更することができる。 

３ 市長は，第２項の規定により，補助金の交付決定を取り消し又は変更したとき

は，エコ発する事業補助金交付変更等決定通知書（様式第５号）を当該団体に交

付するものとする。 



 

 

（関係書類の整備） 

第１４条 補助団体は，補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え，

当該収入及び支出について証拠書類を整理し，当該帳簿及び証拠書類を事業完了

後５年間保管しておかなければならない。 

２ 市長は，補助金に係る予算の執行の適正を期するため，必要があるときは，前

項の帳簿及び証拠書類を検査することができる。 

 

（実績報告） 

第１５条 補助団体は，事業が完了したときは，速やかにエコ発する事業実績報告

書（様式第６号）に次の各号に掲げる書類を添えて市長に報告しなければならな

い。 

（１）事業収支計算書 

（２）活動の成果報告書 

（３）その他市長が必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定） 

第１６条 市長は，前条の報告を受けた場合は，その報告に係る補助事業の成果が

補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するかどうかを，エコ発す

る事業実績調査確認書（様式第７号）をもって調査確認し，適合すると認めたと

きは，交付すべき補助金の額を確定し，当該補助団体にエコ発する事業補助金確

定通知書（様式第８号）をもって通知しなければならない。 

 

（交付決定の取消） 

第１７条 市長は，補助団体が，次の各号のいずれかに該当すると認めるときは，

補助 

金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）補助金を他の用途に使用したとき。 

（３）第３条の要件を満たさなくなったとき。 

（４）交付した補助金に余剰が生じたとき。 

（５）補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

２ 市長は，前項の規定により，補助金の交付決定を取り消したときは，エコ発す

る事業補助金交付取消決定通知書（様式第９号）により，補助団体に通知するも

のとする。 

 

（補助金の返還） 

第１８条 市長は，第１２条第２項及び前条第１項の規定により，補助金の交付の

決定を取り消し，または変更した場合において，既に補助金が交付されていると

きは，期限を定めて，当該補助金の全部又は一部を返還させることができる。 

 

第３章 雑則 

（読み替え） 



 

第１９条 この要綱において「市長」とあるのは，ビギナーコースの場合には，「区

長」と読み替えるものとする。 

 

（その他） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか，補助金の交付に関し必要な事項は，市長

が別に定める。 

 
 

附 則 
この要綱は，平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 
この要綱は，平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 
この要綱は，平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 
この要綱は，平成２０年６月２３日から施行する。 

附 則 
この要綱は，平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 
 １ この要綱は，平成２２年４月１日から施行する。 
 ２ 平成２２年度に限り，継続２年目以降の事業にかかる補助金額については，

第７条第１項第１号及び第２号の規定にかかわらず，改正前の要綱に基づく補

助率，３年目まで５分の４，４年目４分の３，５年目３分の２を適用する。 
附 則 

 この要綱は，平成２２年１２月１日から施行する。 
附 則 

 この要綱は，平成２３年４月１日から施行する。 
附 則 

 この要綱は，平成２４年４月１日から施行する。 
附 則 

 この要綱は，平成２４年１２月２０日から施行する。 
附 則 

 この要綱は，平成２５年４月１日から施行する。 
附 則 

  （施行期日） 
 この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。 

（期間） 
 ２ この要綱は，平成２９年３月３１日をもって廃止する。 
   附 則 
 この要綱は，平成２７年４月１日から施行する。 



 

   附 則 
  （施行期日） 
 １ この要綱は，平成２９年４月１日から施行する。 
  （補助期間） 
 ２ この要綱の施行の際，現に改正前の要綱の規定に基づき交付した補助金に係

る補助期間は，改正後の要綱に基づき交付する補助金に係る補助期間に含める

ものとする。 

（期間） 
 ３ この要綱の終期を平成３３年３月３１日に延長する。 
   附 則 

（施行期日） 
 １ この要綱は，平成３１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 
 ２ この要綱による改正前の福岡市エコ発する事業補助金交付要綱の規定によ

り作成された様式は，当分の間，なお所要の調整をして使用することができる。 
 
別表１ 補助対象外経費 

経費区分 内容 

人件費 団体内部の賃金，イベントでの動員謝金等 

団体の経常的な運営費 

（光熱水費，修繕料， 
役務費など） 

事務室の賃借料，コピー機のリース料，電話加入権の購入経費等 

委託費 事務，企画，運営，調査など事業の中心となる部分の委託にかかる経費 

食糧費 昼食代，弁当代，茶菓子代及び打ち上げ・懇親会等における飲食費等 

備品購入費 

購入価格が１万円以上，かつ，耐用年数が１年以上の物品の購入費。た

だし，補助対象事業の目的達成のために特に効果的であって，購入する

方がリース又はレンタルよりも安価である場合に限り，１０万円を上限

に補助対象とする。 

旅費 
事業実施のため必要なスタッフの交通費は１日往復１,０００円を上限

に補助対象とする。 

報償費 

・記念品の購入費 

・講師に支払う謝礼金については，職員研修所講師謝礼単価表の額を上

限に補助対象とする。 

印刷・宣伝・広告費 

ホームページの制作・管理・運営等経費。ただし，補助対象事業の目的

達成のために特に効果的であって，団体のホームページと一体となって

いないものに限り，１０万円を上限に補助対象とする。 

 



 

別表２ 補助金の内容 

区分 項目 内容 

ビギナーコース 

補助金額 補助対象経費の４分の３以内とし，１０万円を上限とする。 

補助期間 ３年以内とする。 

ステップアップ 

コース 

補助金額 

補助対象経費の４分の３以内とし，５０万円を上限とする。ただし，

４年目及び５年目の補助対象経費は，それぞれ３分の２以内，２分

の１以内とする。 

補助期間 
３年以内とする。ただし，市長が特に認める場合は，２年を上限に

延長することができる。 

Ｕ－３０コース 

補助金額 補助対象経費の５分の４以内とし，１０万円を上限とする。 

補助期間 
３年以内とする。ただし，市長が特に認める場合は，延長すること

ができる。 

 


